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(57) Abstract: A n imaging module (1) i s provided with: a wiring ooard (30) having a u p electrode ( 1) provided o a iirst mam sur
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through wire (32); an imaging element chip (20) having an external electrode (24) that i s joined with the tip electrode ( 3 1); and a
cable (40) having a conductor wire (42) that i s joined with the cable electrode (33). The cable electrode (33) i s provided t o a region
that does not face the region t o which the tip electrode ( 1) i s provided.
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と対向 していない領域 に配設 されている。
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明 細 書

発明の名称 ：撮像モジュールおよび撮像ユニッ ト

技術分野

[0001 ] 本発明は、撮像チップと、前記撮像チップと接合された配線板 と、前記配

線板を介 して前記撮像チップと接合されたケ一プル と、を具備する撮像モジ

ユールおよび前記撮像モジュールを具備する撮像ユニッ トに関する。

背景技術

[0002] 図 1 に示す撮像モジュール 1 0 1 が日本国特開 2 0 0 — 2 6 3 0 2 0 号

公報に開示されている。撮像モジュール 1 0 1 は、 カバ一ガラス 1 1 0 と、

撮像素子チップ 1 2 0 と、配線板 1 3 0 と、ケ一プル 1 4 0 と、 を有する。

カバ一ガラス 1 1 0 と撮像素子チップ 1 2 0 とは接着層 1 1 9 により接合さ

れており、撮像素子チップ 1 2 0 と配線板 1 3 0 とは補強部材 1 2 9 により

接合されている。 また配線板 1 3 0 とケ一プル 1 4 0 との接合部は補強部材

4 9 で覆われている。

[0003] 撮像素子チップ 1 2 0 の外部電極 1 2 2 は、配線板 1 3 0 のチ ップ電極 1

3 2 と接合されている。配線板 1 3 0 にはチップ電極 1 3 2 の裏面に到達す

る貫通孔 1 3 がある。ケ一プル 1 4 0 の導線 1 4 2 は、貫通孔 1 3 に揷

入された状態で接合されることで、チップ電極 1 3 2 と電気的に接続されて

いる。

[0004] 撮像モジュール 1 0 1 では、配線板 1 3 0 の貫通孔 1 3 に揷入された導

線 1 4 2 を接合するときに、すでに接合されている外部電極 1 2 2 とチ ップ

電極 1 3 2 との接合部にも、熱エネルギーまたは機械的負荷が印加される。

[0005] このため、撮像モジュール 1 0 1 は、小型化 細径化を図ろうとすると、

接合部に不具合が生 じ、接続信頼性が低下するおそれがあった。

[0006] 本発明は、接続信頼性の高い細径の撮像モジュールおよび接続信頼性の高

い細径の撮像ュニッ 卜を提供することを目的とする。

発明の開示



課題を解決するための手段
[0007] 本発明の実施形態の撮像モジュールは、第 1の主面にチップ電極が配設さ

れており、第 2 の主面に貫通配線を介して前記チップ電極と接続されている

ケーブル電極が配設されている配線板と、前記チップ電極と接合された外部

電極を有する撮像素子チップと、前記ケーブル電極と接合された導線を有す

るケ一プルと、を具備し、前記ケ一プル電極が前記チップ電極の配設領域と

対向していない領域に配設されている。

[0008] また、別の実施形態の撮像ユニットは、第 1の主面にチップ電極が配設さ

れており、第 2 の主面に貫通配線を介して前記チップ電極と接続されている

ケーブル電極が配設されている配線板と、前記チップ電極と接合された外部

電極を有する撮像素子チップと、前記ケーブル電極と接合された導線を有す

るケ一プルと、を具備し、前記ケ一プル電極が前記チップ電極の配設領域と

対向していない領域に配設されている撮像モジュールと、前記撮像素子チッ

プの受光面に被写体像を結像する光学部材とを具備する。

図面の簡単な説明

[0009] [ 図1]従来の撮像モジュールの構造を説明するための断面図である。

[図2]実施形態の撮像モジュールの構造を説明するための斜視図である。

[図3]実施形態の撮像モジュールの構造を説明するための断面分解図である。

[図4A]実施形態の撮像モジュールの配線板を説明するための平面図であり、

第 1の主面を示している。

[図4B]実施形態の撮像モジュールの配線板を説明するための平面図であり、

第 2 の主面を示している。

[図5]実施形態の撮像モジュールの撮像チップの製造方法を説明するための斜

視図である。

[図6]実施形態の撮像モジュールの製造方法を説明するための断面図である。

[図7]実施形態の撮像モジュールの製造方法を説明するための断面図である。

[図8A]変形例 1の撮像モジュールの配線板を説明するための平面図であり、

第 1の主面を示している。



[ 図 8B] 変形例 1 の撮像 モジ ュール の配線板 を説 明す るための平面 図であ り、

第 2 の主面 を示 している。

[ 図 9A] 変形例 2 の撮像 モジ ュ一ル の配線板 を説 明す るための平面 図であ り、

第 1 の主面 を示 している。

[ 図 9B] 変形例 2 の撮像 モジ ュ一ル の配線板 を説 明す るための平面 図であ り、

第 2 の主面 を示 している。

[ 図 10A] 変形例 3 の撮像 モジ ュ一ル の配線板 を説 明す るための平面 図であ り、

第 1 の主面 を示 している。

[ 図 10B] 変形例 3 の撮像 モジ ュ一ル の配線板 を説 明す るための平面 図であ り、

第 2 の主面 を示 している。

[ 図 11] 変形例 4 の撮像 モジ ュール の構造 を説 明す るための断面 図であ る。

[ 図 12] 変形例 5 の撮像 モジ ュール の構造 を説 明す るための断面 図であ る。

[ 図 13] 実施形態 の撮像 ュニ ッ 卜の構造 を説 明す るための断面 図であ る。

発明を実施するための最良の形態

[001 0] < 第 1 実施形態 >

図 2 〜図 4 B を用 いて、本発 明の実施形態 の撮像 モジ ュール 1 の構造 につ

いて説 明す る。 なお図は、 いずれ も説 明のための模 式図であ り、縦横 の寸法

比等 は実際 とは異 な っている。 また一部 の構成要素 の図示 を省略す る ことが

あ る。

[001 1] 図 2 お よび図 3 に示 す よ うに、撮像 モジ ュール 1 は、 カバ 一 ガラス 1 0 と

、撮像素子チ ップ 2 0 と、配線板 3 0 と、 ケ一 プル 4 0 と、 を具備 す る。 な

お、 カバ 一 ガラス 1 0 が接合 された撮像素子チ ップ 2 0 を、撮像 チ ップ 5 0

とい う。

[001 2] シ リコン等 の半導体 か らな る撮像素子チ ップ 2 0 の おもて面 2 0 S A の略

中央部 には固体撮像素子であ る C C D 2 が形成 されている。 C C D 2 1 と

接続 された信号処理 回路 （不 図示）か らの配線 （不 図示） は、 C C D 電極 パ

ッ ド2 2 と貫通配線 2 3 とを介 して裏面 2 0 S B の外部 電極 2 4 に接続 され

ている。



[001 3] 撮像素子チ ップ 2 0 のおもて面 2 O S A には、透明なカバ一ガラス 1 0 が

接着層 1 9 を介 して接合 されている。 なお、接着層 1 9 は C C D 2 1 の上 に

は配設 されていない。後述するように、撮像 チ ップ 5 0 は、 ウェハ レベルチ

ップサイズパ ッケージ （W L — C S P ) 技術 によ り、 1 枚 の接合 ウェハ 5 0

W (図 5 参照） を切断 し個 片化することによ り作製 され る。 このため、 カバ

—ガラス 1 0 の外寸は、撮像素子チ ップ 2 0 の外寸 と同 じである。

[0014] 撮像 チ ップ 5 0 の裏面 2 0 S B の外部電極 2 4 は、配線板 3 0 の第 1 の主

面 3 O S A のチ ップ電極 3 と接合 されている。撮像 チ ップ 5 0 と配線板 3

0 との間は、封止樹脂 2 9 で封止 されている。配線板 3 0 の外寸は、撮像 チ

ップ 5 0 の外寸 よ りも小 さい。

[001 5] ケ一 プル 4 0 の導線 4 2 は、配線板 3 0 の第 2 の主面 3 0 S B のケ一 プル

電極 3 3 と接合 されている。 ケ一 プル電極 3 3 は、貫通配線 3 2 および第 2

の主面 3 0 S B の表面配線 3 4 を介 して、第 1 の主面 3 0 S A のチ ップ電極

3 と接続 されている。配線板 3 0 とケ一 プル 4 0 の接合部 は封止樹脂 4 9

で覆 われている。 なお、 図示 にあた っての便宜上、導線 4 2 は全 て直線形状

で表示 しているが、部分的に曲が っていた り互 いに撚 られていた り してもよ

い。

[001 6] 撮像 モジュ一ル 1 は、配線板 3 0 のチ ップ電極 3 とケ一 プル電極 3 3 と

の相対的な配置すなわち位置関係 に特徴 がある。

[001 7] すなわち、 図 4 A および図 4 B に示すように、配線板 3 0 の第 1 の主面 3

O S A の外周部 （平面視 した ときの配線板 3 0 の外辺近傍 とその周辺、 すな

わち周縁寄 りの側 の面上） には、 8 個 のチ ップ電極 3 が配設 されてお り、

第 2 の主面 3 0 S B の中央部 （平面視 した ときの配線板 3 0 の中心近傍 とそ

の周辺、 すなわち内側 の面上） には、 9 個 のケ一 プル電極 3 3 が配設 されて

いる。外周部 に配置 されている複数 のチ ップ電極 3 の配置間隔 P は、 中

央部 に配置 されている複数 のケ一 プル電極 3 3 の配置間隔 P 2 よ りも広 い。

[001 8] チ ップ電極 3 とケ一 プル電極 3 3 とは、貫通配線 3 2 を介 して接続 され

ている。 しか し、撮像 モジュール 1 では、 ケ一 プル電極 3 3 は、 チ ップ電極



3 1 の配設領域 と対向 していない領域に配設されている。言い換えれば、透

過平面図において、ケ一プル電極 3 3 とチップ電極 3 とは重複 して表示さ

れることがない。

[001 9] すなわち、チップ電極 3 1 は貫通配線 3 2 の直上に配設されているが、ケ

- プル電極 3 3 は、表面配線 3 4 を介 して貫通配線 3 か ら離れた配線板 3

0 の中央部に配設されている。

[0020] 次に、撮像モジュール 1 の製造方法について説明する。

[0021 ] 撮像モジュール 1 は、配線板 3 0 の第 2 の主面 3 0 S B にケ一プル 4 0 を

接合 した後に、 C S P タイプの撮像チップ 5 0 を配線板 3 0 の第 1 の主面 3

O S A することで製造される。

[0022] < 撮像チップの作製>

図 5 に示すように、シ リコンウェハ 2 0 Wのおもて面に公知の半導体技術

を用いて複数のC C D 2 および複数の信号処理回路 （不図示）が形成され

る。なお、 C C D 2 1 上に、マイクロレンズおよびカラ一フィルタを配設 し

てもよい。また、固体撮像素子としてはC O M S イメージセンサ等でもよい

[0023] さらに、信号処理回路から延設された、それぞれの配線 （不図示）を介 し

てC C D 2 と接続されている複数のC C D 電極パ ッ ド2 2 が、それぞれの

C C D の外周部に配設される。

[0024] < 接合ウェハの作製>

シ リコンウェハ 2 0 Wのおもて面、すなわち、 C C D 2 1 形成面に、接着

層 1 9 W を介 して透明なガラスウェハ 1 0 Wが接合されることで接合ウェハ

5 0 Wが作製される。 C C D 2 1 の少な くとも有効撮像素子形成領域の上の

接着層 1 9 W には開口が形成されている。 このため、シ リコンウェハ 2 0 W

のC C D 2 1 形成領域 と、ガラスウェハ 1 0 W との間には、空洞部が形成さ

れる。なお、撮像モジュールの仕様によっては、空洞部を形成する必要がな

い場合もある。

[0025] < 貫通配線の作製>



接合 ウェハ 5 0 W (シ リコンウェハ 2 0 W ) の裏面にフォ 卜レジス 卜を用

いて、 C C D 電極パ ッ ド2 2 と対向する位置に開口のあるエ ッチングマスク

が配設される。そ して、裏面側か らの I C P — R I E 等の ドライエ ッチング

を用いて、 シ リコ ンウェハ 2 OW を貫通 しC C D 電極パ ッ ド2 2 の裏面に到

達する貫通孔が形成 される。貫通孔の形成 には、例えば、 K O H または T M

A H 等のアル力 リ溶液 を用いたゥエ ツ 卜エ ッチングを用いてもよい。

[0026] 次 に、貫通孔の内部 を覆 う導電性材料か らなる貫通配線 2 3 が作製 され、

貫通孔の内部は導電性材料等で充填 される。 さらに、貫通配線 2 3 の裏面側

には、外部電極 2 4 が作製 される。外部電極 2 4 は、金、 または、はんだ等

か らなる凸形状バ ンプである。外部電極 2 4 は、例えば、電極パターンの上

に、め っきバ ンプまたはスタツ ドバ ンプ等を形成することにより作製 される

[0027] < 個 片化>

接合 ウェハ 5 0 W が、図 5 に示す破線 に沿 つてプレー ドダイシング法によ

り切断/ 個 片化されることにより、一括 して複数の撮像チ ップ 5 0 が作製 さ

れる。

[0028] < 配線板の作製>

別途、例えば、両面配線基板 を用いて、配線板 3 0 が作製 される。配線板

3 0 は、第 1 の主面 3 O S A の外周部 に複数のチ ップ電極 3 1 を有する。そ

れぞれのチ ップ電極 3 の位置は、撮像チ ップ 5 0 の対応する外部電極 2 4

の位置 と、一致するように設定されている。チ ップ電極 3 1 の直下には第 2

の主面 3 0 S B に到達する貫通配線 3 2 が形成 されている。一方、配線板 3

0 は、第 2 の主面 3 0 S B の中央部 に複数のケ一プル電極 3 3 を有する。表

面配線 3 4 を介 して貫通配線 3 と接続 されたケ一プル電極 3 3 は、ケープ

ル 4 0 の対応する導線 4 2 の位置 と、一致するように設定されている。なお

、すでに説明 したように、撮像モジュール 1 の細径化のために、配線板 3 0

の外寸は、撮像チ ップ 5 0 の外寸よりも小さい。

[0029] < 配線板 とケーブル との接合>



配線板 3 0 のケ一プル電極 3 3 とケ一プル 4 0 の導線 4 2 とが、接合され

る。接合には、接合部に外部からエネルギーを印加する必要がある。例えば

、はんだ接合の場合には、熱エネルギーが局所的に印加された接合箇所が、

はんだ融点以上に加熱される。局所加熱には、 ヒータ一加熱、 レーザ一加熱

またはランプ加熱等を用い、必要に応 じて圧力を加えながら加熱 してもよい

。なお、熱エネルギー印加に換えて、異なるエネルギーの印加、例えば超音

波エネルギー等の印加により接合 してもよい。

[0030] 接合後に、接合部の機械的強度を向上するために、周囲に封止樹脂 4 9 が

配設される。

[0031 ] < 撮像チップと配線板との接合>

ケ一プル 4 0 が接合された配線板 3 0 のチップ電極 3 に、撮像チップ5

0 の外部電極 2 4 が接合される。ケ一プル電極 3 3 とケ一プル 4 0 との接合

と同様に、この接合にも接合部にエネルギーの印加が必要である。

[0032] 図 6 に示すように、ケ一プル 4 0 が揷通可能な穴のあるステージ 6 0 に配

線板 3 0 が第 1 の主面 3 0 S A が上向きに保持される。配線板 3 0 の第 1 の

主面 3 0 S A のチップ電極 3 に、外部電極 2 4 が当接するように撮像チッ

プ5 0 が位置合わせされる。そして、ステージ 6 0 を介 して、チップ電極 3

と外部電極 2 4 との当接部に局部的に熱エネルギーが印加されることで、

接合処理が行われる。

[0033] なお、図 6 には図示 しないが、図 3 等に示すように接合部には封止樹脂 2

9 が配設される。封止樹脂 2 9 は、接合部の周囲を封止 し接続の信頼性を高

めると同時に、撮像チップ5 0 と配線板 3 0 とを接合 している。封止樹脂 2

9 としては、エポキシ系樹脂、シリコーン系樹脂、アクリル系樹脂、または

フエ一 ノール系樹脂等を用いる。

[0034] なお、封止樹脂 2 9 として、異方性導電べ一ス ト （A C P ) 、異方性導電

膜 （A C F ) 、絶縁性ペース ト （N C P ) 等を用いてもよい。なお、封止樹

月旨2 9 を用いなくともよい。

[0035] すでに説明 したように、撮像モジュール 1 では、チップ電極 3 とケープ



ル電極 3 3 とは配線板 3 0 の表裏 において一致する位置には設けられていな

し、。 このため、チ ップ電極 3 1 と外部電極 2 4 との接合部 を局所加熱すると

きに、すでに接合されているケ一プル電極 3 3 とケ一プル 4 0 との接合部 に

は、不要な熱ェネルギ一および熱応力が印加されることがない。

[0036] このため、撮像モジュール 1 は、細径化を実現 しなが ら、高い接続信頼性

を有する。

[0037] なお、図 7 に示すように、撮像チ ップ 5 0 をコレッ ト6 1 で保持するとと

もに、 コレッ ト6 1 を介 して接合部 に熱エネルギーを印加することで、撮像

チ ップ 5 0 と配線板 3 0 とを接合 してもよい。

[0038] また、撮像チ ップ 5 0 と配線板 3 0 とを接合 した後 に、ケ一プル 4 0 と配

線板 3 0 とを接合 してもよい。

[0039] < 実施形態の変形例>

次に、実施形態の変形例の撮像モジュール 1 A ~ 1 F について説明する。

変形例の撮像モジュール 1 A ~ 1 F は、実施形態の撮像モジュール 1 と類似

しているので、同 じ構成要素には同 じ符号を付 し説明は省略する。

[0040] 以下の説明のように、撮像モジュール 1 A ~ 1 F は、撮像モジュール 1 と

同様 に、ケ一プル電極 3 3 が、チ ップ電極 3 1 の配設領域 と対向 していない

領域 に配設されているため、いずれも撮像モジュール 1 と同 じ効果を有する

[0041 ] < 変形例 1 >

図 8 A に示すように、変形例 1 の撮像モジユール 1 A では、配線板 3 0 A

の第 1 の主面 3 0 S A の中央部 にチ ップ電極 3 が配設され、表面配線 3 5

を介 してチ ップ電極 3 と離れた位置にある貫通配線 3 2 と接続 されている

。そ して、図 8 B に示すように、配線板 3 0 A の第 2 の主面 3 0 S B の周辺

部 に形成 された貫通配線 3 2 の直上にケ一プル電極 3 3 が配設されている。

[0042] < 変形例 2 >

図 9 A に示すように、変形例 2 の撮像モジユール 1 B では、配線板 3 0 B

の第 1 の主面 3 0 S A の中央部および周辺部 にチ ップ電極 3 が配設されて



いる。一部のチップ電極 3 は表面配線 3 5 を介 して貫通配線 3 2 と接続さ

れており、一部のチップ電極 3 は直下の貫通配線 3 2 と接続されている。

そして、図 9 B に示すように、配線板 3 0 B の第 2 の主面 3 0 S B の中央部

および周辺部にケ一プル電極 3 3 が配設されている。一部のケ一プル電極 3

3 は、貫通配線 3 2 の直上に配設されており、一部のケ一プル電極 3 3 は、

表面配線 3 4 を介 して貫通配線 3 と離れた位置に配設されている。また一

部の貫通配線 3 は表面配線 3 4 、 3 5 を介 してケ一プル電極 3 3 とチップ

電極 3 とを接続 している。

[0043] < 変形例 3 >

図 1 0 A に示すように、変形例 3 の撮像モジユール 1 C では、配線板 3 0

C の第 1 の主面 3 0 S A の中央から偏芯 した領域に複数のチップ電極 3 が

配設されている。そして、撮像モジュール 1 B と同様に、第 1 の主面 3 O S

A に表面配線 3 5 が配設されており、第 2 の主面 3 0 S B にも表面配線 3 4

が配設されており、ケ一プル電極 3 3 は、チップ電極 3 の配設領域と対向

していない領域に配設されている。なお、第 1 の主面 3 0 S A のチップ電極

3 1 C は、接合のバランスを確保するためのダミー電極である。

[0044] さらに、図 1 0 B に示すように、撮像モジュール 1 C では、配線板 3 0 C

の第 2 の主面 3 0 S B の表面配線 3 4 に電子部品3 6 が表面実装されている

。実装されている電子部品は例えばチップコンデンサ等のチップ部品である

。なお、配線板として、多層配線板または部品内蔵基板を用いてもよい。

[0045] < 変形例 4 >

図 1 1 に示すように、変形例 4 の撮像モジュール 1 Dでは、ケ一プル4 0

の複数の導線 4 の端部が、配線板 3 0 の複数のケ一プル電極 3 3 の配列に

あわせて再配列され、プロック部材4 3 により一体化されている。

[0046] < 変形例 5 >

図 1 2 に示すように、変形例 5 の撮像モジュール 1 E では、ケ一プル4 0

の複数の導線 4 の端部が、配線板 3 0 の複数のケ一プル電極 3 3 の配列に

あわせて折り曲げられている。そして、ケ一プル電極 3 3 と導線 4 2 とは、



はんだ付けされている。

[0047] < 第 2 実施形態>

図 1 3 に示すように、本発明の第 2 実施形態の撮像ユニット2 は、すでに

説明した撮像モジュール 1 と、撮像素子チップの受光面に被写体像を結像す

る光学部材と、を具備する。すなわち、撮像ユニット2 は、 レンズユニット

6 2 (光学 レンズおよびそれを保持するレンズバレル）とそれを保持するレ

ンズュニッ卜ホルダ6 3 とが、撮像モジュール 1 とともにシール ド枠 6 4 の

内側に収容されており、ケ一プル4 0 は充填樹脂 6 5 により封止されている

。撮像モジュール 1 を具備する撮像ュニッ卜2 は、接続信頼性が高く、細径

であるために、電子内視鏡の先端部に配設するのに適 している。なお、撮像

モジュール 1 に替えて撮像モジュール 1 A ~ 1 E を具備 している撮像ュニッ

卜も、撮像ユニット2 と同様の効果を有する。

[0048] 本発明は上述 した実施形態または変形例等に限定されるものではなく、本

発明の要旨を変えない範囲において、種々の変更、改変、組み合わせ等がで

きる。

[0049] 本出願は、 2 0 1 1年 1 2 月 5 日に日本国に出願された特願 2 0 1 1 _ 2

6 6 0 7 3 号を優先権主張の基礎として出願するものであり、上記の開示内

容は、本願明細書、請求の範囲、図面に引用されたものとする。



請求の範囲

第 1 の主面 にチ ップ電極 が配設 されてお り、第 2 の主面 に貫通配線

を介 して前記チ ップ電極 と接続 されているケ一プル電極 が配設 されて

いる配線板 と、

前記チ ップ電極 と接合 された外部電極 を有する撮像素子チ ップと、

前記ケーブル電極 と接合 された導線 を有するケーブル と、 を具備す

る撮像 モジュールであ って、

前記ケーブル電極 が前記チ ップ電極 の配設領域 と対向 していない領

域 に配設 されていることを特徴 とする。

前記チ ップ電極 が、前記第 1 の主面の外周部 に配設 されてお り、

前記ケ一プル電極 が、前記第 2 の主面の中央部 に配設 されているこ

とを特徴 とする請求項 1 に記載の撮像 モジュール。

前記チ ップ電極 が、前記第 1 の主面の中央部 に配設 されてお り、

前記ケ一プル電極 が、前記第 2 の主面の外周部 に配設 されているこ

とを特徴 とする請求項 1 に記載の撮像 モジュール。

前記配線板の、前記第 2 の主面の前記チ ップ電極 の配設領域 と対向

していない領域 に電子部品が表面実装 されていることを特徴 とする請

求項 1 に記載の撮像 モジュール。

第 1 の主面 にチ ップ電極 が配設 されてお り、第 2 の主面 に貫通配線

を介 して前記チ ップ電極 と接続 されているケ一プル電極 が配設 されて

いる配線板 と、前記チ ップ電極 と接合 された外部電極 を有する撮像素

子チ ップと、前記ケ一プル電極 と接合 された導線 を有するケ一プル と

、 を具備 し、前記ケーブル電極 が前記チ ップ電極 の配設領域 と対向 し

ていない領域 に配設 されている撮像 モジュール と、

前記撮像素子チ ップの受光面 に被写体像 を結像する光学部材 と、 を

具備することを特徴 とする撮像ュニ ッ 卜。

前記チ ップ電極 が、前記第 1 の主面の外周部 に配設 されてお り、

前記ケ一プル電極 が、前記第 2 の主面の中央部 に配設 されているこ



とを特徴 とする請求項 5 に記載の撮像ュニ ッ 卜。

[ 請求項7] 前記チ ップ電極 が、前記第 1 の主面の中央部 に配設 されてお り、

前記ケ一プル電極 が、前記第 2 の主面の外周部 に配設 されているこ

とを特徴 とする請求項 5 に記載の撮像ュニ ッ 卜。

[ 請求項8] 前記配線板の、前記第 2 の主面の前記チ ップ電極 の配設領域 と対向

していない領域 に電子部品が表面実装 されていることを特徴 とする請

求項 5 に記載の撮像ュニ ッ 卜。



補正 された請求の範囲
[2013 年3月13 日（13.03.2013) 国際事務局受理]

[ 請求項 1] (補正後）第 1 の主面にチ ップ電極が配設されており、第 2 の主面

に貫通配線を介 して前記チップ電極 と接続されているケーブル電極が

配設されている配線板 と、

前記チップ電極 と接合された外部電極を有する撮像素子チップと、

前記ケーブル電極 と接合された導線を有するケーブル と、を具備す

る撮像モジュールであって、

全ての前記ケーブル電極が前記チップ電極の配設領域 と対向 してい

ない領域に配設されていることを特徴 とする。

[請求項2] 前記チップ電極が、前記第 1 の主面の外周部に配設されており、

前記ケーブル電極が、前記第 2 の主面の中央部に配設されているこ

とを特徴 とする請求項 1 に記載の撮像モジュール。

[請求項 3] 前記チップ電極が、前記第 1 の主面の中央部に配設されており、

前記ケーブル電極が、前記第 2 の主面の外周部に配設されているこ

とを特徴 とする請求項 1 に記載の撮像モジュール。

[請求項4 ] 前記配線板の、前記第 2 の主面の前記チップ電極の配設領域 と対向

していない領域に電子部品が表面実装されていることを特徴 とする請

求項 1 に記載の撮像モジュール。

[請求項5] (補正後）第 1 の主面にチップ電極が配設されており、第 2 の主面

に貫通配線を介 して前記チップ電極 と接続されているケーブル電極が

配設されている配線板 と、前記チップ電極 と接合された外部電極 を有

する撮像素子チップと、前記ケーブル電極 と接合された導線を有する

ケーブルと、を具備 し、全ての前記ケーブル電極が前記チップ電極の

配設領域 と対向 していない領域に配設されている撮像モジュールと、

前記撮像素子チップの受光面に被写体像を結像する光学部材と、を

具備することを特徴 とする撮像ュニッ ト。

[請求項 6] 前記チップ電極が、前記第 1 の主面の外周部に配設されておリ、

前記ケーブル電極が、前記第 2 の主面の中央部に配設されているこ

補 正 され た用紙 （条約第 19条 )



とを特徴 とする請求項 5 に記載の撮像ュニッ 卜。

[請求項7] 前記チップ電極が、前記第 1 の主面の中央部に配設されておリ、

前記ケーブル電極が、前記第 2 の主面の外周部 に配設されているこ

とを特徴 とする請求項 5 に記載の撮像ュニッ 卜。

[請求項8] 前記配線板の、前記第 2 の主面の前記チップ電極の配設領域 と対向

していない領域に電子部品が表面実装されていることを特徴 とする請

求項 5 に記載の撮像ュニッ ト。

補 正 され た用紙 （条約第 19条 )
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